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１．責任ある外国人労働者受入れプラ
ットフォーム（JP-MIRAI）概要
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• 日本にいる外国人労働者は約172万人

• 外国人労働者を雇用する事業所数は約28.5万か所

• 技能実習生は約35万人
（厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ（令和３年10月末現

在）」より）

• 外国人労働者は日本の経済・社会の重要な構
成員。外国人も含めたディーセント・ワークを実現で
きれば、多文化共生社会に向け前進可能。

• 一方で国際社会では、国連持続可能な開発目標（SDG
ｓ）や「ビジネスと人権」の意識が高まっている中で、
日本における外国人の労働者に対する 強制労働・差
別・ハラスメント等の問題について、国際的な批判が強
まっている。

• 企業など雇用主や受け入れ団体にとっても、訪日労働者
の確保やESG投資、ブランディングにも影響を及ぼす可
能性あり。
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プラットフォーム設立の背景



【参加者・体制】 すべてのステークホルダーが協力

【What is JP-MIRAI ?】
日本国内の外国人労働者の課題解決に向けて、2020年に民間企業・自治体・
NPO・学識者・弁護士など多様なステークホルダーが集まり設立された任意団
体

民間セクター（会員）
・民間企業、業界団体、経済団体
・人材派遣会社、監理団体
・・研究機関、有識者 等

公的セクター（サポータ
ー）

・関係省庁、関係団体
・国際機関 など

2020/11/16設立フォーラム

責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム(JP-MIRAI)
Japan Platform for Migrant Workers towards Inclusive Society

【会員】企業・団体・個人 5３2

（2022/

９/１２現在）

団体 数 個人 数

事業会社 1６３ 研究者 40
業界団体 １１ 弁護士・行政書士・社労

士

61

人材紹介企業 3６ その他個
人 97

監理団体・登録支援機関
53

送り出し機関 7
自治体 ９

事務局：（一社）JP-MIRAIサービス、（独）国際協力機構（JICA)、（株）クレア
ン・（株）JTB

【私たちが目指す社会】 （「行動原則」から）

国連持続可能な開発目標（SDGs）や国連ビジネスと人権に関する指導原則な

どにおいて、外国人労働者の権利を保護し、労働環境・生活環境を改善する

ことは、世界的な社会課題とされています。

日本においても、働く外国人が増え経済社会の重要な一翼を担う中、これら

の課題解決に真摯に取り組み、責任をもって外国人労働者を受入れ、「選ば

れる日本」となることが重要です。

私たちは、外国人労働者が安心して働き生活できるディーセントワークの実

現を通じて、包摂的な経済成長と持続的な社会の実現を目指します。
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１．外国人労働者への情報提供・現状把握

1-1． JP-MIRAIポータルサイト（アプリ）業務

1-2. 外国人労働者の現状分析及び関連業務

３．企業・団体の取組みの支援

3-1．外国人労働者の受入れに関わる調査研究業務

3-2．会員の取組みの促進・支援業務

3-3. 企業の人権DD・苦情処理メカニズム構築支援業務

3-4. 研修・勉強会等業務

２．外国人労働者の相談・救済窓口

2-1． JP-MIRAI相談救済窓口業務

2-2. 相談関係団体ネットワーク業務

2-3. 外国人労働者ADRセンター業務

2-4. JP-MIRAIフレンズ（コミュニケーション強化）業務

４．会員間の協力

４-1． 外国人労働者に対する緊急支援

4-2. 将来の人材確保に向けた取り組み

５．国内・海外への発信

5-1. 地域イベント支援と国内メディアへの露出拡大

5-2. 国際社会への発信

5-3. JP-MIRAIの活動を共有するコミュニケーションツール
の制作

5-4. 次世代育成 ～JP-MIRAI Youth

主要事業



２．JP-MIRAIポータルのご紹介
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【目的】 ①外国人労働者への情報提供を通じた問題最小化
②企業のビジネスと人権・指導原則への対応支援

• 来日前の外国人に日本の良さ・キャリア・諸制度・企業団体等の情報を提供し、適切なキャリアを選択し、適正な来日を支援
• 来日後の外国人労働者に生活や労働に必要な情報を提供（プッシュ型）し、生活の満足度を向上。
• 外国人労働者の置かれた状況（声）を聞き、行政機関などへ改善に向けた提言のための情報蓄積
• 外国人労働者のフィードバックを受けて、会員企業が、「ビジネスと人権・指導原則」に準拠した対応を行うために必要な情報を提供

【基本的な機能】 多言語対応（当面９言語）、サイト・アプリ共にリリース済み。順次コンテンツ・機能拡大。

（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、インドネシア語、ミャンマー語、タガログ
語）

外国人労働者向け情報提供
1) 日本で働く外国人の在留資格
2) 日本で働く外国人のキャリア
3) 日本での仕事、働き方
4) 日本でのくらし
5) 受入れの適切さを自己診断
6) 日本語・技能学習のための情報
7) 日本の外国人材関連ニュース

外国人労働者の声を聞く

定点調査＊
•定点調査は、全ての外
国人材が対象

•アンケート票への回答
を通じて、外国人材自
身の実態（満足度・問
題・悩み等）を把握

外国人労働者ユーザー登録 ソーシャルログイン・属性情報を任意登録

企業・団体掲載（承認制）＊
•送出機関、人材派遣、監理団体、
企業等承認団体の掲載。

•基本情報＋実績、手数料、求人情
報（リンク）等掲載

フィードバック＊
•送出機関・監理団体、
受入企業に関する法令
項目、労働・生活環境
等に関するフィードバ
ック受付

相談窓口
•電話・メール・チャ
ットによる受付

•ログ（自動翻訳付）
進捗管理、集計

•進捗管理

外国人労働者の声（マクロ分析）
＊

• 出身国・在留資格・業種・居住地別集計
• 政策提言に向けた整理

受入企業・団体等へのフィードバック
＊

• 企業向けに、人権デューデリジェンスの取組
に資する情報提供（随時モニタリング）

相談・救
済メカニ
ズムへ

民間サービス（リンク）＊
•外国送金、携帯電話・保険・住
宅・ECサイトなど（有償掲載）

政府等外
部サイト
へ誘導

JP-MIRAIポータル（アプリ）~全ての外国人労働者に普及
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*今後
検討
予定



JP-MIRAIポータル（アプリ）~すべての外国人労働者に普及

【特徴その１】
海外（送出し国）での普及により、日本の魅力や（キャリア形
成）、制度や正しい参加方法などについて発信。

【特徴その２】
日本国内では、生活や労働上必要な知識を分かりやすく解説し、
公的機関のホームページへ誘導。

【特徴その３】
日常的にアクセスするようなコンテンツの提供（内容・提携先検
討中）。外国送金、母語ニュースなど他社サービスとの提携等も
検討

【特徴その４】
外国人向けデジタル基盤として、各種社会実験の実施（検討中）

◼ 企業・自治体との協力によるプッシュ型情報提供
◼ 位置情報を利用した伴走支援パートナー検索・コンタクト
◼ 諸手続き書類作成アプリ

◼ 留学生等外国人対象としてビジネスコンテスト「こんなアプ
リが欲しかった！」（仮称）など

※有償広告によるサービス拡充なども検討
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JP-MIRAIポータル（アプリ）記事一例



JP-MIRAIポータル（アプリ）の海外での活用方法

日本で暮らす・働く上で役立つ情報や関連リンクがまとめてあるので、「日本を目指したい」と思う来日前のモンゴルの方々が在留資
格に関わらず情報収集をする際に活用いただけます！

1. 来日前の日本語学習についてのアドバイス、また、

「良い送り出し機関の選び方」（技能実習・特定技能
実習向け）に関する記事を掲載。在留資格や就労にま
つわる制度等の重要な事項の動画コンテンツも提供。
「日本を目指す」外国人本人が適切な情報・知識を踏
まえて渡日を選択する一助に

2. 日本で働いている外国人の体験談を掲載。「日本

で働く・暮らす」について具体的なイメージを持つこ
とに繋がり、来日前の不安・懸念払拭にも

3. ポータルのユーザー登録があれば、来日後、属性

情報にあわせてプッシュ型通知で在留カードの更新
期限等を事前に教えてくれる機能も

App対応！
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AndroidiOS
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３．JP-MIRAI相談・救済事業のご説
明
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JP-MIRAI相談窓口
苦情処理・

救済メカニズム

NPO・労働組合
同胞組織等

行政機関窓口
FRESC、OTITなど

会員企業・団体

自治体
ワンストップ窓口
（国際交流協会等）

連絡会議・専門家会合
関係者の連携による協働メカニズム構築（政府・自治体・
関係機関・業界団体・企業・NGO等）

目的１．外国人労働者が抱える課題を最小化する（早期に解決）
◼ 関係者の連携によるメカニズム構築（政府・自治体・関係機関・業界団体・企業・NGO等）
◼ ワンストップかつ専門性高いチームとの連携、中立性・対話による解決の重視

国・自治体が対応できる問題は、原則、
国又は自治体が対応

連携・技術支援
コスト負担

改善を支援

ネットワーク協力関係強化

外国人労働者

雇用関係

「外国人労働者相談・救済パイロット事業」

目的２．企業の「ビジネスと人権」の取り組みを支援する
◼ 相談及びポータルを活用し、外国人労働者の抱える課題を把握し、企業の人権DDの取組みを支援
◼ 中立性・独立性の高い救済メカニズムの構築
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「外国人労働者相談・救済パイロット事業」
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外国人労働者相談・救済パイロット事業概念図

外国人労働者

１．「JP-MIRAIポータル（アプリ）」

業務内容：①情報提供（ＦＡＱ含む）、②相談入口

敷居が低い
早期相談窓口

要支援ライン

トラブルの
最小化支援

トラブル回避
情報サイト

問合せ対応

提携（伴走連携）パートナー
JP-MIRAI会員の自治体・NPO・士業（プロ

ボノ）などで研修を受けたパートナーが伴走
協力（段階的拡充）

地方・関係機関とのネットワークを強化

第3者による紛
争解決

非司法型救済メカニズムの出口として
準司法的手続を設け、深刻化する案件
のフォロー体制を構築

事件性有りライン
（弁護士法72条）

4．東京弁護士会紛争解決センター内専門ADR

敷居の低い母国語相談

母国語情報の充実

公的機関等で対応可能な
ものは窓口紹介

2. 相談窓口
業務内容：

(1)母国語相談受付（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、
西語、ベトナム語、インドネシア語、ミャンマー語、タガログ語）
(2)問合せ対応（専門ユニット）
(3)対応状況入力・フォローアップ
(4)相談事例のコンテンツ化

3. 伴走支援
業務内容：
外国人労働者自力の解決が難しい事案、又は深刻化するリスクが高い
事案について、(1)電話伴走、(2)対面伴走を行う。

支援
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外国人相談とは 一元的に 情報提供 相
談対応

相談の主な分野～都内リレー専門家相談会から（2002～2008年度実績／対象
相談件数：2429）2015 杉澤経子他「外国人相談の基礎知識」松柏社

外国人相談の内容分類
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JP-MIRAIアシストの利用方法

JP-MIRAIポータル（アプリ）に登録すれば、
だれでもアプリ内の電話・チャット・メールで
JP-MIRAIアシストに相談できます。


